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今年 1 月６日、川崎市の多文化交流施設「川崎市ふれあい館」に、「謹賀新年 在日韓国朝鮮人をこの

世から抹殺しよう。生き残りがいたら残酷に殺して行こう」と書かれた年賀状が届いたことが、明らか

になりました。 

 同館は川崎市が 1988 年に日本人と在日コリアンなど外国籍市民が交流し共に生きる地域社会を築く

ために設置したもので、多くの地域住民、さまざまな国籍の市民が利用し、外国籍の職員も少なくあり

ません。同館は、これまでも日朝・日韓関係のねじれなどがあるたびに、「朝鮮へ帰れ」との差別的な脅

迫電話がかかるなど、卑劣なヘイトスピーチ、ヘイトクライムの標的とされてきました。この葉書の後、

子どもたちを中心に利用者数が前年比で約４分の１減少するなど実害が生じていることも報道されま

した。 

 私たちは 20 日、国と川崎市に対し虐殺予告を非難することなどを求める声明を発表すると共に、ネ

ット署名等を呼びかけ、短期間に多くの賛同が寄せられました。23 日、福田紀彦川崎市長は「川崎市差

別のない人権尊重のまちづくり条例」の趣旨に反する差別に基づく脅迫と強く非難し、市が警察に被害

届を出し、同館に警備員を配置することも発表しました。 

 ところが本日、川崎市に 27 日、同館の爆破、在日コリアンへの危害を加える旨の犯罪を予告する葉

書が届いたことが明らかになりました。 

 脅迫年賀状より具体的な犯罪予告であり、在日コリアン市民をさらに恐怖と孤立感、絶望の淵に叩き

落とし、地域の分断、差別と暴力を煽動する極めて卑劣なヘイトスピーチ・ヘイトクライムであり、絶

対に許してはなりません。相次ぐヘイトクライム予告を私たちが放置すれば、それが許される雰囲気が

醸成され、さらなる脅迫のみならず、物理的な暴力犯罪へ進む危険性があります。今回の予告文書は在

日コリアンへの攻撃であるとともに、捜査当局及び川崎市、そして差別を許さないすべての人々への挑

戦状です。 

 政府はこれまで脅迫年賀状に一切コメントしていませんが、本来、人種差別撤廃条約（１条・２条・

４条）及び「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた施策の推進に関する法律（ヘイト

スピーチ解消法）」（２条・４条・７条）に基づき、国が先頭に立って、ヘイトスピーチ、ヘイトクライ

ムを根絶するべきです。2018 年に国連人種差別撤廃委員会からも対策を求める具体的な勧告が出されて

います。 

以上より、私たちは在日コリアンに対する相次ぐ卑劣な犯罪予告を強く非難するとともに、政府に対

し、下記を要望します。 

 

１．政府は直ちに、相次ぐ卑劣な犯罪予告宣言を強く非難する声明を出すこと。 

２．速やかにヘイトクライム対策本部を設置し、今回の相次ぐ犯罪に対する捜査と犯罪の防止策をとる

こと。 

３．ヘイトスピーチ・ヘイトクライム根絶に向けて、具体的な目標と措置を含む根絶に向けた方針・計

画を制定し、調査研究、警察官・検察官などへの研修などを行うこと。 

４．ヘイトスピーチ・ヘイトクライムをはじめとする人種差別を根絶するため、ヘイトスピーチ解消法

の実効化とともに、総合的な人種差別撤廃政策推進のための基本法を制定すること。 


